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第30回ICCR定例委員会出席報告
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&石炭エネルギーセンター 国際部

平栗史雄

石 情 報炭
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・アジア地域における石炭需給の安定化

・CCTの普及による石炭利用の高効率化及び地球環

境問題の解決

我が国と各国の間で石炭情報の受発信及び共有を可

能にするネットワークの構築

q石炭関連情報の受発信

・政策、需給、資源開発関係

・利用産業関係

・CCT導入普及、研究開発関係

・環境、CDM案件関係　

w情報の充実化に資する関連事業

・我国での研修事業（継続）

・現地セミナー（継続）

・CCT関連設備診断（継続）等

e人材交流の橋渡し

CCT技術製品情報

CCT技術製品情報
案件発掘
導入普及事業

現地情報・要望

現地情報・要望

現地情報・要望

CCT技術製品情報
案件発掘
導入普及事業

我ヶ国企業
研究機関等

我が国
石炭情報センター

現地
石炭情報センター

現地企業
研究機関等
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q石炭関連情報の受発信

w情報の充実化に資する関連事業

e人材交流の橋渡し業務



JCOAL Journal 08



09 JCOAL Journal

ウィリアム・S・ロリンズ
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下図のような石炭ガス化複合発電技術は石炭を水素に変換し、究極的にはSOx、NOx、Hgの排出量を抑えた発電につ
ながり、CO2回収の可能性も高い。
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資本（$/kW設置） 両方とも$1200から$1600の範囲

規制対象排出　 IGCCが明らかに有利

水銀排出　 IGCCの水銀除去＞90％

O&Mコスト

プラント稼働率　 両方とも90%+範囲

スケジュール

生成物/燃料の融通性　 IGCCは複数供給、複数生成（発電）が可能

効率　 両技術とも向上中

CO2捕集能力　 IGCCは燃焼前、PCは燃焼後

＝カテゴリリーダ

～　　　＝カテゴリリーダを

基準とした割合
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ガス化部（GI） 440.0 378.4 0.86スケール

ASU 76.5 65.8 0.86スケール

HRSG 20.0 24.0 各＋＄200万

発電部（HRSGなし） 356.5 390.0 ST、配管等の加算

合計　 893.0 860.2

出力 - MW 558.0 625.0

能力コスト$/kW 1,600.0 1,376.0

（コストの単位：100万ドル）



15 JCOAL Journal

e

ガス化部（GI） 440.0 755.3 1.717スケール

ASU 76.5 131.3 1.717スケール

HRSG 20.0 39.0 各＋＄300万

発電部（HRSGなし） 356.5 538.0 ST、配管等の加算

合計　 893.0 1,463.6

出力 - MW 558.0 1,225.0

能力コスト$/kW 1,600.0 1,195.0

（コストの単位：100万ドル）

ガス化部（GI） 440.0 615.5 1.40スケール

ASU 76.5 107.0 1.40スケール

HRSG 20.0 28.0 各＋＄400万

発電部（HRSGなし） 356.5 423.0 ST、配管、7FBエンジン等の加算

合計　 893.0 1,173.5

出力 - MW 558.0 900.0

能力コスト$/kW 1,600.0 1,304.0

（コストの単位：100万ドル）
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625 1,400 24

900 1,275 32

1,225 1,330 44

※1225MWプラントは公称615MWプラント2基とみなす。

SCPC 625 5.037 9,000 1,400 24 17.37 4.76 13.50 35.63

NE 625 4.818 8,050 1,375 34 17.84 7.06 12.08 36.97

SCPC 900 7.253 9,000 1,275 32 15.82 4.41 13.50 33.73

NE 900 6.938 8,310 1,310 52 16.99 7.50 12.46 36.95

SCPC 1225 9.873 9,000 1,330 44 16.50 4.46 13.50 34.46

NE 1225 9.443 8,200 1,195 64 15.50 6.78 12.30 34.58

※表の熱消費量の単位はBtu/kwh HHV。O&Mコストの単位はUS$100万
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SOx 0.150 lb/MMByu 0.005 lb/MMByu ～30

NOx 0.070 lb/MMByu 0.012 lb/MMByu ～6

水銀 50％削減 95％削減 ～10

資本（$/kW設置） 明らかな差はない、用途による

規制対象排出　 NovelEdgeTMは顕著な優位性

水銀排出　 NovelEdgeTMの水銀除去＞95％

O&Mコスト IGCCは改善が必要

プラント稼働率　 両方とも90％近い

スケジュール IGCCでの改善が新たなデータにより示されている

生成物/燃料の融通性　 IIGCCは複数供給、複数生成（発電）が可能

効率　 NovelEdgeTM/Shellの組み合わせで差が広がる

CO2捕集能力　 IGCCは燃焼前、PCは燃焼後

＝カテゴリリーダ

～　　　

＝カテゴリリーダを基準と

した割合
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フューチャー・エナジー社
（ドイツ・フライベルグ）

産業および化学廃棄物

急冷式スクリーン
冷却反応炉

合成ガス
メタノール
水素
肥料
オキソアルコール

電力
熱
燃料ガス

壁面冷却式反応炉

合成生ガス

回収資源

スクリーン冷却式
反応炉

高塩 無灰 無灰 含灰 含灰

従来型燃料 産業および
化学廃棄物
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燃料

バーナ

加圧水出口

冷却スクリーン

加圧水入口

冷却ジャケット

冷却壁

耐火性ライニング材

ラミング材

冷却水

部分急冷装置

炉内冷却部出口

ガス出口

バーナ差込み口

ガス出口

排水口

粒状スラグ

急冷水

メンブレン・ウォール

液状スラグ

固体スラグ

加圧水

ラミング材

鋲止めコイル管

酸素、蒸気
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ノーエル変換工程で得られる粒状化スラグ（再利用不能廃棄物）
粒状化硬質炭スラグ
母岩（フライベルグ片麻岩）
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この論文は、2005年9月にドイツ・フライベルグ

にあるFUTURE ENERGY GmbHより入手した、

「MEGA-GSP Technology」を抜粋し、翻訳したも

のです。

原料

貯槽

ロックホッパー

窒素

減圧

窒素

窒素

減圧

ロックホッパー

投入容器

窒素

ガス化炉に
向かう原料
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冨田新二

豪州 102,546,657

中国 28,955,756

インドネシア 24,981,864

ロシア 9,298,274

カナダ 6,257,685

米国 3,982,151

ベトナム 2,521,859

ニュージーランド 1,012,194

その他 427,467

合計 179,983,907

出典：財務省貿易統計

米国
5,168 30 1,072.4 4.82 0.03 2003
5,129 28 1,1124 4.61 0.03 2004

豪州 647 3 353.12 1.83 0.0085 2003/04
英国 492 0 26.3 18.71 0.00 2003/04

ベトナム
217 17 18.5 11.97 0.92 2003
200 26 25.5 7.86 1.02 2004

中国
N/A 6,720 1,667.0 N/A 4.03 2003
N/A 6,009 1,956.0 N/A 3.07 2004

インドネシア
74 13 114.6 0.65 0.11 2003
79 12 132.4 0.60 0.09 2004

インド 1,588 104 355.7 4.46 0.29 2003
南アフリカ 186 22 238.8 0.78 0.09 2003

ウクライナ
10,579 197 79.9 132.4 2.47 2003
8,636 168 80.6 107.1 2.08 2004

日本 3 0 1.33 2.26 0 204

出典　米国：MSHA／豪州：Minerals Council of Australia, ABARE／英国：HSE, Coal Authority
／ベトナム：VINACOAL／中国：国家煤礦安全監察局、国家統計局、中国煤炭工業年鑑／インド
ネシア：DMCE, DMCT ／インド：Ministry of Coal, DGMS（生産量は2003.4～2004.3）／南アフ
リカ：Department of Minerals and Energy／ウクライナ：JCOAL調べ（JICA事業）、BP統計／日
本：経済産業省原子力安全・保安院　鉱山保安統計年報
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・Opening：13日（火）

・Plenary Session：13日（火）～15日（木）のAMの

始め

・Oral Session：13日（火）～15日（木）

・Poster Session：14日（水）夕刻

2 参加者及び発表内容

ピッツバーグ石炭会議
に参加して

第22回

1 概要
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3 石炭からの水素製造と
炭素隔離固定プロジェクト

3．1 はじめに

3．2 課題

米国　 261 マレーシア　 2

中国　 17 UK 5

日本　 15 スペイン 3

豪州　 2 ポーランド　 1

ニュージーランド　 2 フィンランド　 1

韓国　 3 コロンビア　 1

チェコ　 10 エジプト　 1

カナダ　 5 トルコ　 2

台湾　 1 オランダ　 3

ドイツ　 4 モンゴル　 3

インド　 4 イタリア　 2

南アフリカ　 8 イスラエル　 1

ロシア　 5 ブルガリア　 1



3．3 利点

3．4「石炭からの水素製造」プログラム
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3．5 炭素隔離・固定プログラム
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3．6 プログラムの実施と予算
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3．7 今後の活動
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